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研究要旨 

本研究は、TIC に関連するエビデンスを創出するとともに、精神保健医療福祉分野の TIC が

活用可能な領域における TIC の研修プログラムを開発し、その効果を実証的に検討し、さらに

TIC の活用推進の方策を検討し、さらなる TIC の普及に資することを目的とする。令和 6 年度

は、①精神科医療機関等における TIC 研修プログラムの改善と関連するエビデンスの創出、②

児童相談所における TIC 研修教材の開発と社会実装の方略に関する検討、③母子保健分野にお

ける TIC研修教材の開発と社会実装の方略に関する検討、を行った。 

①に関しては精神保健福祉センターにおける TIC 普及の阻害要因・促進要因を検討するとと

もに、精神科看護師を対象とした TIC動画研修プログラムの有効性を示唆する論文を出版した。

また看護学生を対象とした動画研修プログラムを開発した。②に関しては、児童相談所職員を

対象とした TIC 動画研修プログラムの有効性を示唆した非ランダム化比較試験の結果をまとめ

るとともに、インタビューを行い TIC 研修の現場での阻害要因・促進要因を明らかにして実装

戦略への示唆を得た。③に関しては、助産師を対象とした TIC 動画研修プログラムの有効性を

示唆したランダム化比較試験の結果をまとめ、妊産婦のパートナーを対象とした動画研修プロ

グラムのパイロット版も開発した。エビデンスの創出とともにホームページ・研修等での啓発

を行い、日本における TICの普及に一定の役割を果たした。 
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Ａ.研究目的 

子ども期の逆境体験（ACE）は長期間にわたっ

て心身に少なからぬ影響を与え、その累積によ

って精神・身体疾患の発症リスクが増大するこ
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とが明らかになっている(1)。日本でも 18歳以

前に 1 つ以上の ACEs を体験している人は約

32％に上ることが示されている(2)。 

ACE の頻度の高さと影響の大きさが明らかに

なったこと等から、近年トラウマインフォーム

ドケア(TIC)が注目されている。TIC は PTSD に

特化した治療ではなく、ACE のようなトラウマ

体験の影響を理解し、当事者がトラウマを体験

したことが明らかではなくともその可能性を

念頭に置き、それを踏まえた対応を通常の医療

やサービスの中に組み込んでいくことである。 

一方、わが国では一部の先駆的な地域・機関

を除いては TICの実践が進められているとは言

えない状況であったが、申請者らが令和 2年度

から令和 4 年度まで厚労科研の支援を受けて、

TIC の動画研修の有効性を検討する研究を実施

するとともに、TIC のガイダンスや動画、研修

教材を閲覧・ダウンロードできるホームページ

を作成するなど（https://traumalens.jp/）、TIC

普及の土台を形成した。ただ、比較的普及が進

みつつある精神看護以外の領域においてはま

だ十分に普及しているとは言えない状況であ

る。 

本研究は、令和 4年度までに開発した TIC研

修プログラムを改善し関連するエビデンスを

創出するとともに、精神保健医療福祉分野の

TIC が活用可能な領域における TIC の研修プロ

グラムを開発し、その効果を実証的に検討し、

さらに TICの活用推進の方策を検討し、さらな

る TICの普及に資することを目的とする。令和

7 年度は、①精神科医療機関等における TIC 研

修プログラムの改善と関連するエビデンスの

創出、②児童相談所における TIC研修教材の開

発と社会実装の方略に関する検討、③母子保健

分野における TIC研修教材の開発と社会実装の

方略に関する検討、を行った。 

 

Ｂ.研究方法 

１．精神科医療機関等における TIC研修プロ

グラムの改善と関連するエビデンスの創出 

2024年度の研究から得られた「TIC研修資材

の提供」という実装戦略を採用し、福島県精神

保健福祉センターに「こども期の逆境体験」「ト

ラウマ体験が引き起こす３つの反応」「トラウ

マと希死念慮」など 16枚のスライドを提供し、

研修資材の活用法についてご検討いただいた。 

関連するエビデンスの創出として、将来的な

TIC 普及の観点から米国では医学・看護学教育

の中に TICを含めることが検討されており、日

本でも 2023 年から看護師国家試験の出題基準

に TICが含まれたことを踏まえて、看護学生を

対象とした TIC プログラムのパイロット版を

2024年度に開発し、その効果を予備的に検討し

た。具体的には、大学の看護学部 3 年生・4 年

生を対象に、単群の前後比較試験を行い、TIC動

画研修の視聴によって看護学生の TICに対する

態度が向上するかどうかを検討した。 

 

２．児童相談所における TIC研修教材の開発

と社会実装の方略に関する検討 

児相職員向けの TIC研修動画の効果を検討す

る非ランダム化比較試験の結果をまとめると

ともに、児童相談所における TIC研修の実装に

関する阻害要因・促進要因を明らかにし、段階

ごとの実装戦略への示唆を得ることを目的に、

児童相談所で研修企画に関わる職員を対象に

半構造化インタビューを実施し、得られた内容

を EPISフレームワーク（探索・準備・実装・維

持）に基づき質的に分析した（詳細な内容は

佐々木分担研究報告書を参照）。 

 

３．母子保健分野における TIC研修教材の開

発と社会実装の方略に関する検討 

2024 年度に実施した助産師向けの研修動画

の有効性を検討するランダム化比較試験の論

文化を目指した。 

また、出産関連 PTSD を評価する質問紙とし

て国際的に幅広く使用されている City birth 

trauma scale（Ayers et al., 2018）の日本語

版を開発し、２つの産婦人科医療機関で出産を

経験した産婦を対象として、その信頼性と妥当

性を検討する研究を開始した。 

さらに、妊産婦を対象とした TICという観点

からは、助産師だけでなくパートナーの関与も

期待されることから、妊産婦のパートナーを対

象とした TIC動画研修を開発し、横浜市内で開

催される両親学級に参加している父親を対象

として効果を検討する研究を開始した。 
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Ｃ.研究結果 

１．精神科医療機関等における TIC研修プロ

グラムの改善と関連するエビデンスの創出 

福島県精神保健福祉センターが主催する、薬

剤師・自治体職員・就労支援事業所職員・相談

支援事業所職員・社会福祉協議会職員等を対象

とする研修会やゲートキーパー講座で、TIC 研

修資材の一部をご活用いただいた。福島県精神

保健福祉センターおよび受講者からは肯定的

な評価が多かった一方で、事例があるとさらに

望ましいというフィードバックが寄せられた。 

看護学生を対象とした TIC動画研修の効果検

証の前後比較試験には 45 人が参加し、ARTIC-

10 スコアで評価した TIC に対する態度は、T1

（ベースライン調査）から T2（介入直後）にか

けて（効果量 d = 0.46）、および T1から T3（3

か月後の追跡調査）にかけて（効果量 d = 0.52）、

いずれも統計学的に有意に上昇した。現在、学

術誌に投稿中である。 

 なお、本研究班で作成した動画や研修資材

を閲覧できるホームページは、2025年 4月 1日

から 2026年 3月 31日までの間に新規ユーザー

8,925人、ベージビュー数 37,074件を記録した

（2021 年 4 月から 2026 年 3 月までの累計では

新規ユーザー数 36,601 人、ページビュー数

148,989件）。 

 

２．児童相談所における TIC研修教材の開発

と社会実装の方略に関する検討 

非ランダム化比較試験については、73 名

（58.9%）が研究に参加し、介入群に 40名、対

照群に 33 名を割り付け、介入群のうち 27 名

(67.5%)が全 4 回の動画を視聴した。ベースラ

イン調査回答者のうち、必要な調査項目に欠損

がなかった 68人（介入群 37人、対照群 31人）

を ITT分析の対象として解析を行った。統計学

的に有意な結果は得られなかったが、介入 3か

月後の TICに関する態度、チームの心理的安全

性に関しては中程度の効果量が認められた。 

実装に関するインタビューについては、5 県

7名のインタビューから、各段階で異なる阻害・

促進要因が確認された。探索期では中心的人材

の不在が障害、伝達講習文化が促進要因であっ

た。準備期では専門部署や組織的枠組み、外部

研修が促進要因となり、実装期では会議体やネ

ットワーク、効果の実感が継続を支えた。維持

期では定期研修化や専門機能の定着、関連施設

への展開が促進要因であった。動画研修は概ね

好意的に評価されたが、補助的支援の必要性が

指摘された（詳細な内容は佐々木分担研究報告

書を参照）。 

 

３．母子保健分野における TIC研修教材の開

発と社会実装の方略に関する検討 

 2024 年度に実施した助産師を対象とした

動画研修プログラムの効果を検討するための

RCTは Women and Birth誌に出版した。 

City birth trauma scale日本語版の信頼性

と妥当性を検討する研究に関しては、201 人の

産婦から産後 6-12 週時点の質問紙の回答を得

た。 

妊産婦のパートナーを対象とした TIC動画研

修の効果検証に関しては 38 人の研究参加者を

集積した。 

 

Ｄ.考察 

１．精神科医療機関等における TIC研修プロ

グラムの改善と関連するエビデンスの創出 

精神保健福祉センターの実装戦略について

は、今年度のフィードバックを踏まえてさらに

ブラッシュアップして全国への普及につなげ

る予定である。 

看護学生を対象とした TIC動画研修に関して

は、対照群のない前後比較試験ではあるものの、

看護学生における TICに対する態度の向上につ

ながる可能性を示唆した。日本で看護師国家試

験の出題基準に TICが含まれていること、しか

し TIC教育に十分な時間や人材が確保されてい

ない教育機関が少なからずあることを踏まえ

れば、将来的にこのプログラムが看護教育にお

ける TIC教育の重要なツールとなる可能性があ

ると考えられる。 

さらに、ホームページの新規ユーザー・ベー

ジビュー数は順調に伸びており、日本における

TIC の普及に一定の役割を果たしていると考え

られる。 
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２．児童相談所における TIC研修教材の開発

と社会実装の方略に関する検討 

 非ランダム化比較試験については、サンプ

ルサイズ不足もあり統計学的に有意な結果は

得られなかったが、低強度の研修動画プログラ

ムが児相職員においても中程度の効果量を示

したことは重要な知見と考えられる。 

インタビュー調査については、TIC 研修の実

装にはフェーズごとに異なる支援が必要であ

ること、特にキーパーソンの養成、組織的枠組

みの整備、外部ネットワークとの接続が重要で

あることを明らかにした点は有意義であった

と考えられる。また、動画研修は有用であるが、

単独では不十分であり、導入支援や振り返り機

会などの補完的介入が必要と考えられた（詳細

な内容は佐々木分担研究報告書を参照）。 

 

３．母子保健分野における TIC研修教材の開

発 

助産師向けの動画研修プログラムが TICに対

する態度、職場の心理的安全性、バーンアウト

の対人関係の遮断に関して肯定的な影響を与

えることを示唆する RCTを論文として出版した。

今後の当該領域における TIC普及に向けた重要

な一歩と考えられる。 

City birth trauma scale日本語版の信頼性

と妥当性を検討する研究、および妊産婦のパー

トナーを対象とした TIC動画研修の効果を検討

する研究に関しても順調に研究参加者のリク

ルートを進めており、今後、さらに研究参加者

を集積してエビデンスを創出する予定である。 

 

Ｅ.結論 

精神科看護師を対象とした TIC動画研修プロ

グラムの有効性を示唆する論文を出版し、児童

相談所職員、助産師を対象とした TIC動画研修

プログラムの有効性を示唆した。また看護学生、

妊産婦のパートナーを対象とした動画研修プ

ログラムのパイロット版も開発した。TIC に関

するエビデンスを創出するとともにホームペ

ージ・研修等での啓発を行い、本研究班が日本

における TICの普及に一定の役割を果たしてい

ると考えられる。 
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なし。 
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